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第１号様式 

 

法令適用事前確認手続（照会書） 

 

令和７年４月２３日 

 

国土交通省不動産・建設経済局不動産業課長 殿 

 

                   照会者名 岡本政明法律事務所 

                         弁護士  岡 本 政 明 

                          同   岡 本 直 也 

                          同   田 中 宏 明 

                          同   青 木 将 信 

                   住  所 東京都新宿区新宿１丁目９番３号 

                         ＮＢＫビル４階 

 

 下記について、照会します。 

 なお、照会及び回答内容（照会に係る法令の条項の性質上照会者名を公にすることが回

答に当たって必要とされる場合にあっては、照会及び回答内容並びに照会者名）が公表さ

れることに同意します。 

 

記 

１．法令名及び条項 

  宅地建物取引業法（以下「宅建業法」という。）第６５条第１項、第２項第２号及び

第４項第２号並びに第６６条第１項第９号前段 

 

２．個別具体的な事実 

  株式会社Ｘは、宅地建物取引業者（宅建業法第２条第３号）であるところ、株式会社

Ｘが自ら売主として宅地建物を売る場合において、顧客Ｙから手付金の支払いを受ける

ときは、顧客Ｙの求めに応じ、以下の方法によることを検討している。 

 ⑴ 株式会社Ｘが、顧客Ｙに対し、宅地（宅建業法第２条第１号）及び／又は建物を売

り渡す。 

 ⑵ 株式会社Ｘは、上記２⑴の売買契約において、顧客Ｙの求めに応じ、顧客Ｙが、顧

客Ｙと包括信用購入あつせん業者（割賦販売法第３０条第１項柱書の定義による。）

又は個別信用購入あつせん業者（同法第３５条の３の２第１項柱書の定義による。）

（以下、合わせて「信用購入あつせん業者」という。）Ｚとの間の立替払契約に基づ
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き、信用購入あつせん業者Ｚをして、株式会社Ｘに対し、手付金を立替払いさせるこ

とを合意する。 

 ⑶ 信用購入あつせん業者Ｚが、上記２⑵の立替払契約に基づき、顧客Ｙに代わって、

株式会社Ｘに対し、上記２⑵の手付金を立替払いし、株式会社Ｘは、これを受領す

る。なお、信用購入あつせん業者Ｚは、上記２⑴の売買契約を代理又は媒介すること

はなく、株式会社Ｘの関連会社（会社計算規則第２条第３項第２１号）でもない。 

 

３．当該法令の条項の適用に関する照会者の見解及びその根拠 

  宅建業法第４７条第３号は、宅地建物取引業者が、その業務に関して、宅地建物取引

業者の相手方等に対し、「手付について貸付けその他信用の供与をすることにより契約

の締結を誘引する行為」を禁止している。 

  宅建業法第４７条第３号により、「信用の供与をすること」が禁止される主体は、宅

地建物取引業者である（宅建業法第４７条柱書）。本件において、上記２⑶の立替払い

をしているのは、宅地建物取引業者である株式会社Ｘではなく、信用購入あつせん業者

Ｚである。 

  したがって、上記２の事実関係において、株式会社Ｘが、顧客Ｙの求めに応じ、信用

購入あつせん業者Ｚが顧客Ｙに代わって手付金を立替払いすることに合意し、これを受

領することは、第６５条第１項、第２項第２号及び第４項第２号並びに第６６条第１項

第９号前段に該当しないと思料する。 

 

４．公表の延期の希望（希望する場合のみ） 

  希望しない。 

 

５．連絡先 

  弁護士法人岡本 岡本政明法律事務所 弁護士 田中 宏明 

  住所 東京都新宿区新宿１丁目９番３号 ＮＢＫビル４階 

  電話 ０３－３３４１－１５９１ 

 

以 上 

 


